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1つのサイズですべての人に対し間に合














































































































































経験と知識の点では若年層より優れており、やる気の問題は個人の問題であって年齢とは関係なく、労働環境と対応力は、生涯続く教育訓練によって対応する他ない、また 対応すべき り、これも年齢だけで決定的とすべき事柄ではない。最後の、本人の健康状況は まさにそれに即し 対応が可能であり、ま そうした柔軟な労働環境を情報化そ 他の技術の進展によっ 今後作るべきものである（た えば、週
5日定時に働く必
要のない で、それぞれの健康状況と対応する。あるいは、在宅での労働を可能にすることなど） 。このように考えると、高齢者 生産性が低いという見方は、 「年齢による差別 偏見」以外の何物でもない。そもそも高齢者もさまざまなのである。　





































性の指標にすることができないのは当然だが、労働の成果をより正確に測定し、その結果 して、高齢者の生産性（ 高さ）を再評価する必要がある。同時に アメリカ版「働き方改革」で、より多様な働き方を認める必要もある。　
情報技術の進展などで柔軟な働き方が可能になれば、個別の労働者 家庭で 「仕事が大事か、家族 大事か」













































































































































































ielding School of P
ublic H
ealth).
　
このようなアメリカ契約法 基本を説くものとして、樋口範雄『アメリカ契約法』 第
2版・弘文堂・
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